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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
下記一般式（１）で表される化合物（Ａ）
【化１】

（式中、Ｒ1は同一もしくは異なり、水素原子または炭素数１から４の炭化水素基、Ｒ2は
同一もしくは異なり炭素数１から４の炭化水素基、ｍおよびｎは平均の繰り返し数であっ
て、０．５≦ｍ＋ｎ＜８をそれぞれ示す。）
【請求項２】
請求項１に記載の化合物（Ａ）を含有し、屈折率（Ｄ線、２５℃）が１．５２～１．７２
であることを特徴とする活性エネルギー線硬化型樹脂組成物。
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【請求項３】
化合物（Ａ）を除くその他の反応性化合物（Ｂ）を含有することを特徴とする請求項２に
記載の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物。
【請求項４】
反応性化合物（Ｂ）が（ポリ）エステル（メタ）アクリレート（Ｂ－１）、ウレタン（メ
タ）アクリレート（Ｂ－２）、エポキシ（メタ）アクリレート（Ｂ－３）、（ポリ）エー
テル（メタ）アクリレート（Ｂ－４）、アルキル（メタ）アクリレートないしはアルキレ
ン（メタ）アクリレート（Ｂ－５）、芳香環を有する（メタ）アクリレート（Ｂ－６）、
脂環構造を有する（メタ）アクリレート（Ｂ－７）、マレイミド基含有化合物（Ｂ－８）
、（メタ）アクリルアミド化合物（Ｂ－９）、及び不飽和ポリエステル（Ｂ－１０）から
なる群より選ばれる１種以上の化合物である請求項３に記載の活性エネルギー線硬化型樹
脂組成物。
【請求項５】
成形用材料である請求項２ないし請求項４のいずれか一項に記載の活性エネルギー線硬化
型樹脂組成物。
【請求項６】
皮膜形成用材料である請求項２ないし請求項５のいずれか一項に記載の活性エネルギー線
硬化型樹脂組成物。
【請求項７】
光学用材料である請求項２ないし請求項６のいずれか一項に記載の活性エネルギー線硬化
型樹脂組成物。
【請求項８】
請求項２ないし請求項７のいずれか一項に記載の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物の硬
化物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高屈折率で透明性に優れた特定の構造を有する化合物、それを含む活性エネ
ルギー線硬化型樹脂組成物及びその硬化物に関する。その用途としては、成形用材料、皮
膜形成用材料、プリント（配線回路）基板製造の際のソルダーマスク、メッキレジスト、
接着剤、レンズ、ディスプレー、光ファイバー、光導波路、ホログラム、コーティング等
が挙げられる。
【背景技術】
【０００２】
　近年、活性エネルギー線で硬化し、高耐熱かつ高屈折率であって、透明性を有する感光
性材料の開発が様々な用途で進められている（特許文献１～３）。これらの用途では、高
耐熱性、高屈折率以外にも基材への密着性や硬化物の硬度、アルカリに対する溶解性等が
求められており、これらの要求に答えるためモノマーやフィラー等の添加剤を加えること
が多い。しかしながら、これら添加剤を加えることで屈折率の低下等有機材料の特性を発
現しにくくなるため、樹脂自体の耐熱性や屈折率の向上が必要となる。
【０００３】
　特許文献４ではｏ－フェニルフェノールグリシジルエーテルと（メタ）アクリル酸（ア
クリル酸またはメタクリル酸）の反応物を光学材料として使用することが開示されている
。しかし、この手法で得られた化合物は単官能の（メタ）アクリレートであり、硬化物に
おける硬度・耐熱性が低いおそれがあり、また、液屈折率が１．５８程度であることから
、化合物としてはまだ満足のいくレベルではない。
【０００４】
　特許文献５ではビナフトールの（メタ）アクリレートを液晶用材料として使用すること
が開示されている。特許文献５にはビナフトールのエチレンオキサイド付加物は記載され
ていない。また、用途が液晶用材料に限定されており、光学的な特長については明記され



(3) JP 5202146 B2 2013.6.5

10

20

30

40

ていない。
【０００５】
　特許文献６では２－フェニルフェノールのエチレンオキサイド付加物の末端アクリル酸
エステル化物を透過型スクリーン材料として使用することが開示されている。しかし、こ
の化合物は単官能の（メタ）アクリレートであり、硬化物における硬度・耐熱性が低いお
それがあることと液屈折率が１．５７程度であることから、化合物としてはまだ満足のい
くレベルではない。
【０００６】
　さらに、近年、ハードネス、耐擦傷性並びに密着性が高く、高屈折率であり、高硬度で
低収縮なカールの発生が少ないハードコート材料として、感光性のアクリル系ハードコー
ト剤が利用されるようになってきており、特許文献７は加工処理スピード、ハードネス、
耐擦傷性、連続加工、反射防止、帯電防止など、様々な機能を付与したハードコートにつ
いて述べている。
【０００７】
【特許文献１】国際公開２００２／０３３４４７号パンフレット
【特許文献２】特開２００４－２９０４２号公報
【特許文献３】特開２００５－２７４６６４号公報
【特許文献４】特開平９－２７２７０７号公報
【特許文献５】米国特許２００８－００９００２６
【特許文献６】特開平５－０６５３１８号公報
【特許文献７】特開２００６－１８８５８８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、透明性に優れ、樹脂単独で高い屈折率を有する化合物と、高い密着性を有し
、かつ十分な硬度を有する硬化物を与える活性エネルギー線硬化型樹脂組成物を提供する
ことを目的とする。本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物は成形用材料、皮膜形成
用材料、プリント（配線回路）基板製造の際のソルダーマスク、メッキレジスト、接着剤
、フレネルレンズ、レンチキュラーレンズ、プリズムレンズ、マイクロレンズ等の各種レ
ンズ、ディスプレー、光ファイバーのコア材、クラッド材、光導波路、光配線、ホログラ
ム、ディスプレー部材等の作成に好適である。更には、低カールで厚膜塗工が可能で、ク
ラックの発生しないハードコート材に適した化合物及び感光性樹脂組成物の硬化皮膜を有
するフィルムにも好適である。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは前述の課題を解決するため、鋭意研究の結果、特定の構造を有する不飽和
基含有化合物及びその組成物が前記課題を解決するものであることを見出し、本発明を完
成するに至った。
即ち、本発明は、下記一般式（１）で表される化合物（Ａ）に関する。
【００１０】
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【化１】

【００１１】
（式中、Ｒ1は同一もしくは異なり、水素原子または炭素数１から４の炭化水素基、Ｒ2は
同一もしくは異なり炭素数１から４の炭化水素基、ｍおよびｎは平均の繰り返し数であっ
て、ｍ＋ｎ＝０．４～１２をそれぞれ示す。）
　さらに上記の化合物（Ａ）を含有することを特徴とする活性エネルギー線硬化型樹脂組
成物に関する。
　さらに上記の化合物（Ａ）を除くその他の反応性化合物（Ｂ）を含有することを特徴と
する活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に関する。
　さらに上記反応性化合物（Ｂ）が（ポリ）エステル（メタ）アクリレート（Ｂ－１）、
ウレタン（メタ）アクリレート（Ｂ－２）、エポキシ（メタ）アクリレート（Ｂ－３）、
（ポリ）エーテル（メタ）アクリレート（Ｂ－４）、アルキル（メタ）アクリレートない
しはアルキレン（メタ）アクリレート（Ｂ－５）、芳香環を有する（メタ）アクリレート
（Ｂ－６）、脂環構造を有する（メタ）アクリレート（Ｂ－７）、マレイミド基含有化合
物（Ｂ－８）、（メタ）アクリルアミド化合物（Ｂ－９）、及び不飽和ポリエステル（Ｂ
－１０）からなる群より選ばれる１種以上の化合物である活性エネルギー線硬化型樹脂組
成物に関する。
　さらに屈折率（Ｄ線、２５℃）が１．５２～１．７２であることを特徴とする活性エネ
ルギー線硬化型樹脂組成物に関する。
　さらに成形用材料である活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に関する。
　さらに皮膜形成用材料である活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に関する。
　さらに光学用材料である活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に関する。
　さらに活性エネルギー線硬化型樹脂組成物の硬化物に関する。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の化合物（Ａ）は高屈折率で透明性に優れている。そして、それを含有する本発
明の樹脂組成物はカールした高さが低く、硬化収縮が少ない。また、その硬化物は高い耐
擦傷性と密着性を有し、十分な硬度を有するため、上記の物性を必要とする成形用材料や
皮膜形成用材料に好適に用いることが出来る。さらに本発明の化合物（Ａ）及びそれを含
有する樹脂組成物は、フレネルレンズ、レンチキュラーレンズ、プリズムレンズ、マイク
ロレンズ等の各種レンズ、光ファイバーのコア材、クラッド材、光導波路、光配線、ホロ
グラム、ディスプレー部材等の各種光学材料等の光学用途に有用である。並びにその硬化
物は十分な硬度を有することから、オーバーコート材料、フィルムとしても有用である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　本発明の化合物（Ａ）は、１，１’－ビ－ナフトールとアルキレンオキサイドまたはア
ルキレンカーボネートを反応させ、続いて、不飽和基含有モノカルボン酸と酸触媒存在下
で脱水縮合反応させることにより得ることができる。上記一般式（１）において、Ｒ1の
とり得る炭素数１から４の炭化水素基とは、直鎖状ないしは分岐状の、アルキル基、アル
ケニル基、アルキニル基であり、本発明においては、直鎖状ないしは分岐状のアルキル基
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が好ましい。上記一般式（１）において、Ｒ2のとり得る炭素数１から４の炭化水素基と
は、直鎖状ないしは分岐状のアルキレン基であり、本発明においては、炭素数２及び３の
ものが好ましい。本発明において、１，１’－ビ－ナフトールとしては、特段限定はされ
ないが、（ＲＳ）－１，１’－ビ－２－ナフトールが好ましく用いられ、Ｓ＆Ｒ　ＣＨＩ
ＲＡＬ　ＣＨＥＭＩＣＡＬ社等から入手可能である。本発明において不飽和基含有モノカ
ルボン酸としては、アクリル酸、メタクリル酸、エタクリル酸、プロパクリル酸、ブタク
リル酸等が挙げられるが、本発明においてはアクリル酸、メタクリル酸が好ましく用いら
れ、市場から入手可能である。１，１’－ビ－ナフトールとアルキレンオキサイドとの反
応においては、１モルの１，１’－ビ－ナフトールに対して０．５～２４モルのアルキレ
ンオキサイドを反応させる。１，１’－ビ－ナフトールとアルキレンカーボネートとの反
応においては、１モルの１，１’－ビ－ナフトールに対して２～５モルのアルキレンカー
ボネートを反応させる。
【００１４】
　アルキレンオキサイドの具体例としては、エチレンオキサイド、プロピレンオキサイド
、ブチレンオキサイド等の（炭素数１～４）アルキレンオキサイドが挙げられる。また、
アルキレンカーボネートの具体例としては、エチレンカーボネート（炭酸エチレン）、プ
ロピレンカーボネート（炭酸プロピレン）、ブチレンカーボネート（炭酸ブチレン）等の
（炭素数１～４）アルキレンカーボネートが挙げられる。
【００１５】
　１，１’－ビ－ナフトールとアルキレンオキサイド又はアルキレンカーボネートとの反
応は、水酸化ナトリウム、水酸化カリウムなどのアルカリ触媒下、反応時間１～４８時間
、反応温度９０～２００℃の間で行なわれる。１，１’－ビ－ナフトールとアルキレンオ
キサイドとの反応においては、反応混合物１００質量％に対して０．０１～５質量％のア
ルカリ触媒が用いられる。１，１’－ビ－ナフトールとアルキレンカーボネートとの反応
においては、１モルの１，１’－ビ－ナフトールに対して０．０１～０．５モルのアルカ
リ触媒が用いられる。
【００１６】
　１，１’－ビ－ナフトールとアルキレンオキサイド又はアルキレンカーボネートとの反
応物と（メタ）アクリル酸の脱水縮合反応において、（メタ）アクリル酸は１，１’－ビ
－ナフトール１モルに対して０．１～１０モル用いられる。脱水縮合反応における反応溶
媒としては、反応において生成した水を留去することのできる共沸溶媒を用いることがで
きる。ここでいう共沸溶媒とは６０～１３０℃の沸点を有し、水と容易に分離できるもの
であり、特に、ベンゼン、トルエン、ｎ－ヘキサン、ｎ－ヘプタン、シクロヘキサン等の
非反応性有機溶剤の１種又は２種以上を混合して使用するのが望ましい。その使用量は任
意であるが、好ましくは反応混合物に対し１０～７０質量％である。
【００１７】
　脱水縮合反応における反応時間は１～２４時間、反応温度は６０～１５０℃の範囲でよ
いが、反応時間の短縮と重合防止の点から、７５～１２０℃で行なうのが好ましい。
【００１８】
　原料として用いる市販品の（メタ）アクリル酸には、既にｐ－メトキシフェノール等の
重合禁止剤が添加されているのが普通であるが、反応時に改めて重合禁止剤を添加しても
よい。そのような重合禁止剤の例としては、ハイドロキノン、ｐ－メトキシフェノール、
２，４－ジメチル－６－ｔ－ブチルフェノール、３－ヒドロキシチオフェノール、ｐ－ベ
ンゾキノン、２，５－ジヒドロキシ－ｐ－ベンゾキノン、フェノチアジン等が挙げられる
。その使用量は反応混合物に対し０．０１～１質量％である。
【００１９】
　脱水縮合反応に使用される酸触媒は、硫酸、メタンスルホン酸、トリフルオロメタンス
ルホン酸、ｐ－トルエンスルホン酸等公知のものから任意に選択でき、その使用量は、（
メタ）アクリル酸１モルに対して０．０１～１０モル％、好ましくは１～５モル％である
。
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【００２０】
　以上により、高屈折率で透明性に優れた本発明の化合物（Ａ）が得られる。
【００２１】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物は、以上で述べた製造方法によって得られ
た下記一般式（１）で表される化合物（Ａ）を含有するが、必要に応じて化合物（Ａ）を
除くその他の反応性化合物（Ｂ）を含有してもよい。
【００２２】
【化２】

【００２３】
（式中、Ｒ1は同一もしくは異なり水素原子または炭素数１から４の炭化水素基、Ｒ2は同
一もしくは異なり炭素数１から４の炭化水素基、ｍおよびｎは平均の繰り返し数であって
、ｍ＋ｎ＝０．４～１２をそれぞれ示す。）
【００２４】
　上記一般式（１）で表される化合物（Ａ）、ｍおよびｎは平均の繰り返し数であって、
ｍ＋ｎ＝０．４～１２の範囲が好ましく、より好ましくはｍ＋ｎ＝０．８～８、さらに好
ましくはｍ＋ｎ＝２～４である。
【００２５】
　本発明において反応性化合物（Ｂ）とは、活性エネルギー線により反応しうる化合物を
示す。具体例としては（ポリ）エステル（メタ）アクリレート（Ｂ－１）、ウレタン（メ
タ）アクリレート（Ｂ－２）、エポキシ（メタ）アクリレート（Ｂ－３）、（ポリ）エー
テル（メタ）アクリレート（Ｂ－４）、アルキル（メタ）アクリレートないしはアルキレ
ン（メタ）アクリレート（Ｂ－５）、芳香環を有する（メタ）アクリレート（Ｂ－６）脂
環構造を有する（メタ）アクリレート（Ｂ－７）、マレイミド基含有化合物（Ｂ－８）、
（メタ）アクリルアミド化合物（Ｂ－９）、及び不飽和ポリエステル（Ｂ－１０）等を挙
げることができるが、これらに限定されるものではない。
【００２６】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に併用可能な（ポリ）エステル（メタ）ア
クリレート（Ｂ－１）としては、例えば、カプロラクトン変性２－ヒドロキシエチル（メ
タ）アクリレート、エチレンオキサイド及び／又はプロピレンオキサイド変性フタル酸（
メタ）アクリレート、エチレンオキサイド変性コハク酸（メタ）アクリレート、カプロラ
クトン変性テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレートの如き単官能（ポリ）エステル
（メタ）アクリレート類；ヒドロキシピバリン酸エステルネオペンチルグリコールジ（メ
タ）アクリレート、カプロラクトン変性ヒドロキシピバリン酸エステルネオペンチルグリ
コールジ（メタ）アクリレート、エピクロルヒドリン変性フタル酸ジ（メタ）アクリレー
ト；トリメチロールプロパン又はグリセリン１モルに１モル以上のε－カプロラクトン、
γ－ブチロラクトン、δ－バレロラクトン等の環状ラクトン化合物を付加して得たトリオ
ールのモノ、ジ又はトリ（メタ）アクリレートが挙げられる。
【００２７】
　更には、ペンタエリスリトール又はジトリメチロールプロパン１モルに１モル以上のε
－カプロラクトン、γ－ブチロラクトン、δ－バレロラクトン等の環状ラクトン化合物を
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付加して得たトリオールのモノ、ジ、トリ又はテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエ
リスリトール１モルに１モル以上のε－カプロラクトン、γ－ブチロラクトン、δ－バレ
ロラクトン等の環状ラクトン化合物を付加して得たトリオールのモノ、又はポリ（メタ）
アクリレートのトリオール、テトラオール、ペンタオール又はヘキサオール等の多価アル
コールのモノ（メタ）アクリレート又はポリ（メタ）アクリレートが挙げられる。
【００２８】
　そしてまた更には、（ポリ）エチレングリコール、（ポリ）プロピレングリコール、（
ポリ）テトラメチレングリコール、（ポリ）ブチレングリコール、３－メチル－１，５－
ペンタンジオール、ヘキサンジオール等のジオール成分とマレイン酸、フマル酸、コハク
酸、アジピン酸、フタル酸、イソフタル酸、ヘキサヒドロフタル酸、テトラヒドロフタル
酸、ダイマー酸、セバチン酸、アゼライン酸、５－ナトリウムスルホイソフタル酸等の多
塩基酸、及びこれらの無水物との反応物であるポリエステルポリオールの（メタ）アクリ
レート；前記ジオール成分と多塩基酸及びこれらの無水物とε－カプロラクトン、γ－ブ
チロラクトン、δ－バレロラクトン等からなる環状ラクトン変性ポリエステルジオールの
（メタ）アクリレート等の多官能（ポリ）エステル（メタ）アクリレート類等を挙げるこ
とができるが、これらに限定されるものではない。
【００２９】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に併用可能なウレタン（メタ）アクリレー
ト（Ｂ－２）は、少なくとも一つの（メタ）アクリロイルオキシ基を有するヒドロキシ化
合物（Ｂ－２－イ）とイソシアネート化合物（Ｂ－２－ロ）との反応によって得られる（
メタ）アクリレートの総称である。
【００３０】
　少なくとも一つの（メタ）アクリロイルオキシ基を有するヒドロキシ化合物（Ｂ－２－
イ）の具体例としては、例えば、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒド
ロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、４
－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、シクロヘキサンジメタノールモノ（メタ）ア
クリレート、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコ
ールモノ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、２－
ヒドロキシ－３－フェノキシプロピル（メタ）アクリレートなど各種の水酸基を有する（
メタ）アクリレート化合物と、上記の水酸基を有する（メタ）アクリレート化合物とε－
カプロラクトンとの開環反応物などを挙げることができる。
【００３１】
　イソシアネート化合物（Ｂ－２－ロ）の具体例としては、例えば、ｐ－フェニレンジイ
ソシアネート、ｍ－フェニレンジイソシアネート、ｐ－キシレンジイソシアネート、ｍ－
キシレンジイソシアネート、２，４－トリレンジイソシアネート、２，６－トリレンジイ
ソシアネート、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、ナフタレンジイソシアネ
ートの如き芳香族ジイソシアネート類；イソホロンジイソシアネート、ヘキサメチレンジ
イソシアネート、４，４’－ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート、水添キシレンジ
イソシアネート、ノルボルネンジイソシアネート、リジンジイソシアネート等の脂肪族又
は脂環構造のジイソシアネート類；イソシアネートモノマーの一種類以上のビュレット体
又は、上記ジイソシアネート化合物を３量化したイソシアネート体等のポリイソシアネー
ト；上記イソシアネート化合物と前記、ポリオール化合物とのウレタン化反応によって得
られるポリイソシアネート等を挙げることができる。
【００３２】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に併用可能なエポキシ（メタ）アクリレー
ト（Ｂ－３）は、１官能性以上のエポキシ基を含有するエポキシ樹脂と（メタ）アクリル
酸とを反応させて得られる（メタ）アクリレートの総称である。エポキシ（メタ）アクリ
レートの原料となるエポキシ樹脂の具体例としては、ハイドロキノンジグリシジルエーテ
ル、カテコールジグリシジルエーテル、レゾルシノールジグリシジルエーテル等のフェニ
ルジグリシジルエーテル；ビスフェノール－Ａ型エポキシ樹脂、ビスフェノール－Ｆ型エ
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ポキシ樹脂、ビスフェノール－Ｓ型エポキシ樹脂、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニ
ル）－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロプロパンのエポキシ化合物等のビスフェ
ノール型エポキシ化合物；水素化ビスフェノール－Ａ型エポキシ樹脂、水素化ビスフェノ
ール－Ｆ型エポキシ樹脂、水素化ビスフェノール－Ｓ型エポキシ樹脂、水素化２，２－ビ
ス（４－ヒドロキシフェニル）－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロプロパンのエ
ポキシ化合物等の水素化ビスフェノール型エポキシ化合物；臭素化ビスフェノール－Ａ型
エポキシ樹脂、臭素化ビスフェノール－Ｆ型エポキシ樹脂等のハロゲノ化ビスフェノール
型エポキシ化合物；シクロヘキサンジメタノールジグリシジルエーテル化合物等の脂環式
ジグリシジルエーテル化合物；１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、１，４
－ブタンジオールジグリシジルエーテル、ジエチレングリコールジグリシジルエーテル等
の脂肪族ジグリシジルエーテル化合物；ポリサルファイドジグリシジルエーテル等のポリ
サルファイド型ジグリシジルエーテル化合物；フェノールノボラック型エポキシ樹脂、ク
レゾールノボラック型エポキシ樹脂、トリスヒドロキシフェニルメタン型エポキシ樹脂、
ジシクロペンタジエンフェノール型エポキシ樹脂、ビフェノール型エポキシ樹脂、ビスフ
ェノール－Ａノボラック型エポキシ樹脂、ナフタレン骨格含有エポキシ樹脂、複素環式エ
ポキシ樹脂等を挙げることができる。
【００３３】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に併用可能な（ポリ）エーテル（メタ）ア
クリレート（Ｂ－４）としては、例えば、ブトキシエチル（メタ）アクリレート、ブトキ
シトリエチレングリコール（メタ）アクリレート、エピクロルヒドリン変性ブチル（メタ
）アクリレート、ジシクロペンテニロキシエチル（メタ）アクリレート、２－エトキシエ
チル（メタ）アクリレート、エチルカルビトール（メタ）アクリレート、フェノキシエチ
ル（メタ）アクリレート、ノニルフェノキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレー
ト等の単官能（ポリ）エーテル（メタ）アクリレート類が挙げられる。
【００３４】
　更には、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコール
ジ（メタ）アクリレート、ポリブチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリテトラ
メチレングリコールジ（メタ）アクリレート等のアルキレングリコールジ（メタ）アクリ
レート類；エチレンオキシドとプロピレンオキシドの共重合体、プロピレングリコールと
テトラヒドロフランの共重合体、ポリイソプレングリコール、水添ポリイソプレングリコ
ール、ポリブタジエングリコール、水添ポリブタジエングリコール等の炭化水素系ポリオ
ール類等の多価水酸基化合物と（メタ）アクリル酸から誘導される多官能（メタ）アクリ
レート類；ネオペンチルグリコール１モルに１モル以上のエチレンオキサイド、プロピレ
ンオキサイド、ブチレンオキサイド等の環状エーテルを付加したジオールのジ（メタ）ア
クリレートが挙げられる。
【００３５】
　更には、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳ等のビスフェノール
類のアルキレンオキシド変性体のジ（メタ）アクリレート；水添ビスフェノールＡ、水添
ビスフェノールＦ、水添ビスフェノールＳ等の水添ビスフェノール類のアルキレンオキシ
ド変性体ジ（メタ）アクリレート；トリメチロールプロパン又はグリセリン１モルに１モ
ル以上のエチレンオキサイド、プロピレンオキサイド、ブチレンオキサイド等の環状エー
テル化合物を付加して得たトリオールのモノ、ジ又はトリ（メタ）アクリレート；が挙げ
られる。
【００３６】
　そしてまた更には、ペンタエリスリトール又はジトリメチロールプロパン１モルに１モ
ル以上のエチレンオキサイド、プロピレンオキサイド、ブチレンオキサイド等の環状エー
テル化合物を付加したトリオールのモノ、ジ、トリ又はテトラ（メタ）アクリレート；ジ
ペンタエリスリトール１モルに１モル以上のエチレンオキサイド、プロピレンオキサイド
、ブチレンオキサイド等の環状エーテル化合物を付加したヘキサオールの３乃至６官能（
メタ）アクリレート等の多官能（ポリ）エーテル（メタ）アクリレート類などを挙げるこ
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とができる。
【００３７】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に併用可能なアルキル（メタ）アクリレー
トないしはアルキレン（メタ）アクリレート（Ｂ－５）としては、例えば、オクチル（メ
タ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリレート、
ドデシル（メタ）アクリレート等の単官能（メタ）アクリレート類が挙げられる。
【００３８】
　更には、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、プロピレングリコールジ（メタ
）アクリレート、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジ
オールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、２－
メチル－１，８－オクタンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジオールジ
（メタ）アクリレート、１，１０－デカンジオールジ（メタ）アクリレートの炭化水素ジ
オールのジ（メタ）アクリレート類が挙げられる。
【００３９】
　更には、トリメチロールプロパンのモノ（メタ）アクリレート、ジ（メタ）アクリレー
ト又はトリ（メタ）アクリレート（以下、ジ、トリ、テトラ等の多官能の総称として「ポ
リ」を用いる。）、グリセリンのモノ（メタ）アクリレート又はポリ（メタ）アクリレー
ト、ペンタエリスリトールのモノ又はポリ（メタ）アクリレート、ジトリメチロールプロ
パンのモノ又はポリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールのモノ又はポリ（メ
タ）アクリレート等のトリオール、テトラオール、ヘキサオール等の多価アルコールのモ
ノ又はポリ（メタ）アクリレート類が挙げられる。
【００４０】
　そしてまた更には、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロ
ピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート等の水酸基含有
（メタ）アクリル類などを挙げることができる。
【００４１】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に併用可能な芳香環を有する（メタ）アク
リレート（Ｂ－６）としては、例えば、フェニル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ
）アクリレート、２－フェニルフェノールのエチレンオキサイド付加物の末端アクリル酸
エステル付加物（例えば、日本化薬株式会社製ＯＰＰ－１）等の単官能（メタ）アクリレ
ート類；ビスフェノールＡジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＦジ（メタ）アクリ
レート等のジ（メタ）アクリレート類等を挙げることができるが、これらに限定されるも
のではない。
【００４２】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に併用可能な脂環構造を有する（メタ）ア
クリレート（Ｂ－７）としては、例えば、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、シクロ
ペンチル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニ
ル（メタ）アクリレート等の脂環構造を有する単官能（メタ）アクリレート類；水添ビス
フェノールＡ、水添ビスフェノールＦ等の水添ビスフェノール類のジ（メタ）アクリレー
ト；トリシクロデカンジメチロールジ（メタ）アクリレート等の環状構造を持つ多官能性
（メタ）アクリレート類；テトラフルフリル（メタ）アクリレート等の構造中に酸素原子
等を有する脂環式（メタ）アクリレート、などを挙げることができるが、これらに限定さ
れるものではない。
【００４３】
　また、本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に併用可能な（メタ）アクリロイル
基を有する化合物としては、上記した化合物の他に、例えば、（メタ）アクリル酸ポリマ
ーとグリシジル（メタ）アクリレートとの反応物又はグリシジル（メタ）アクリレートポ
リマーと（メタ）アクリル酸との反応物等のポリ（メタ）アクリルポリマー（メタ）アク
リレート；ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート等のアミノ基を有する（メタ）ア
クリレート；トリス（メタ）アクリロキシエチルイソシアヌレート等のイソシアヌル（メ
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タ）アクリレート；ポリシロキサン骨格を有する（メタ）アクリレート；ポリブタジエン
（メタ）アクリレート、メラミン（メタ）アクリレート等も使用可能である。
【００４４】
　また、本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に併用可能なマレイミド基含有化合
物（Ｂ－８）としては、例えば、Ｎ－ｎ－ブチルマレイミド、Ｎ－ヘキシルマレイミド、
２－マレイミドエチル－エチルカーボネート、２－マレイミドエチル－プロピルカーボネ
ート、Ｎ－エチル－（２－マレイミドエチル）カーバメート等の単官能脂肪族マレイミド
類；Ｎ－シクロヘキシルマレイミド等の脂環式単官能マレイミド類；Ｎ、Ｎ－ヘキサメチ
レンビスマレイミド、ポリプロピレングリコール－ビス（３－マレイミドプロピル）エー
テル、ビス（２－マレイミドエチル）カーボネート等の脂肪族ビスマレイミド類；１，４
－ジマレイミドシクロヘキサン、イソホロンビスウレタンビス（Ｎ－エチルマレイミド）
等の脂環式ビスマレイミド；マレイミド酢酸とポリテトラメチレングリコールとをエステ
ル化して得られるマレイミド化合物、マレイミドカプロン酸とペンタエリスリトールのテ
トラエチレンオキサイド付加物とのエステル化によるマレイミド化合物等のカルボキシマ
レイミド誘導体と種々の（ポリ）オールとをエステル化して得られる（ポリ）エステル（
ポリ）マレイミド化合物等を挙げることができるが、これらに限定されるものではない。
【００４５】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に併用可能な（メタ）アクリルアミド化合
物（Ｂ－９）としては、例えば、アクリロイルモルホリン、Ｎ－イソプロピル（メタ）ア
クリルアミド等の単官能性（メタ）アクリルアミド類；メチレンビス（メタ）アクリルア
ミド等の多官能（メタ）アクリルアミド類などを挙げることができる。
【００４６】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に併用可能な不飽和ポリエステル（Ｂ－１
０）としては、例えば、ジメチルマレート、ジエチルマレート等のフマル酸エステル類；
マレイン酸、フマル酸等の多価不飽和カルボン酸と多価アルコールとのエステル化反応物
を挙げることができる。
【００４７】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に使用しうる反応性化合物（Ｂ）としては
、（Ｂ－２）、（Ｂ－５）、及び（Ｂ－６）が好ましい。
【００４８】
　反応性化合物（Ｂ）を含む本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物において、本発
明の化合物（Ａ）と反応性化合物（Ｂ）の使用割合は、（Ａ）：（Ｂ）＝５：９５～９５
：５（単位は質量％）の範囲である。
【００４９】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物は活性エネルギー線によって容易に硬化す
る。ここで活性エネルギー線の具体例としては、紫外線、可視光線、赤外線、Ｘ線、ガン
マー線、レーザー光線等の電磁波、アルファー線、ベータ線、電子線等の粒子線等が挙げ
られる。本発明の好適な用途を考慮すれば、これらのうち、紫外線、レーザー光線、可視
光線、または電子線が好ましい。
【００５０】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物は、屈折率（Ｄ線、２５℃）が１．５２～
１．７２の範囲が好ましく、屈折率が１．５２より低い場合には、光学材料としての特性
が不足する等の問題がある。また、屈折率が１．７２よりも高い場合には無機充填剤を多
量に必要とする為、透明性が低下する等の問題がある。
【００５１】
　本発明において成形用材料とは、本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物を型にい
れ、もしくは型を押し付け物体を成形したのち、活性エネルギー線により硬化反応を起こ
させ成形させるもの、もしくは未硬化の組成物にレーザー等の焦点光などを照射し、硬化
反応を起こさせ成形させる用途に用いられる材料を指す。
【００５２】
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　具体的な用途としては、平面状に成形したシート、素子を保護するための封止材、未硬
化の組成物に微細加工された「型」を押し当て微細な成形を行う、所謂ナノインプリント
材料、さらには特に熱的な要求の厳しい発光ダイオード、光電変換素子等の周辺封止材料
等が好適な用途として挙げられる。
【００５３】
本発明において皮膜形成用材料とは、基材表面を被覆することを目的として利用されるも
のである。具体的な用途としては、グラビアインキ、フレキソインキ、シルクスクリーン
インキ、オフセットインキ等のインキ材料、ハードコート、トップコート、オーバープリ
ントニス、クリヤコート等の塗工材料、ラミネート用、光ディスク用他各種接着剤、粘着
剤等の接着材料、ソルダーレジスト、エッチングレジスト、マイクロマシン用レジスト等
のレジスト材料等がこれに該当する。さらには、皮膜形成用材料を一時的に剥離性基材に
塗工しフイルム化した後、本来目的とする基材に貼合し皮膜を形成させる、いわゆるドラ
イフイルムも皮膜形成用材料に該当する。
【００５４】
　本発明において光学用材料とは、透明性、透過率、屈折率、複屈折率等といった特性を
必要とし、具体的な用途としては、フレネルレンズ、レンチキュラーレンズ、プリズムレ
ンズ、マイクロレンズ等の各種レンズ、光ファイバーのコア材、クラッド材、光導波路、
光配線、ホログラム、ディスプレー部材等が挙げられる。
【００５５】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物の硬化物とは、本発明の活性エネルギー線
硬化型樹脂組成物に活性エネルギー線を照射し硬化させたものを指す。
【００５６】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物を各種用途に適合させる目的で、樹脂組成
物中に９０質量％を上限にその他の成分を加えることもできる。その他の成分としては、
重合開始剤、溶剤、非反応性化合物、無機充填剤、有機充填剤、シランカップリング剤、
粘着付与剤、消泡剤、レベリング剤、可塑剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、難燃剤、染料
等を適宜使用することができる。下記に使用しうるその他の成分を例示する。
【００５７】
　ラジカル型光重合開始剤としては、例えばベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベ
ンゾインエチルエーテル、ベンゾインプロピルエーテル、ベンゾインイソブチルエーテル
等のベンゾイン類；アセトフェノン、２，２－ジエトキシ－２－フェニルアセトフェノン
、２，２－ジエトキシ－２－フェニルアセトフェノン、１，１－ジクロロアセトフェノン
、２－ヒドロキシ－２－メチル－フェニルプロパン－１－オン、ジエトキシアセトフェノ
ン、１－ヒドロキシンクロヘキシルフェニルケトン、２－メチル－１－［４－（メチルチ
オ）フェニル］－２－モルホリノ－プロパン－１－オン等のアセトフェノン類；２－エチ
ルアントラキノン、２－ｔ－ブチルアントラキノン、２－クロロアントラキノン、２－ア
ミルアントラキノン等のアントラキノン類；２，４－ジエチルチオキサントン、２－イソ
プロピルチオキサントン、２－クロロチオキサントン等のチオキサントン類；アセトフエ
ノンジメチルケタール、ベンジルジメチルケタール等のケタール類；ベンゾフェノン、４
－ベンゾイル－４’－メチルジフェニルサルファイド、４，４’－ビスメチルアミノベン
ゾフェノン等のベンゾフェノン類；２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフ
ィンオキサイド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキ
サイド等のホスフィンオキサイド類等の公知一般のラジカル型光反応開始剤が挙げられる
。
【００５８】
　この他、アゾビスイソブチロニトリル等のアゾ系開始剤、過酸化ベンゾイル等の熱に感
応する過酸化物系ラジカル型開始剤等を併せて用いても良い。開始剤は、１種類を単独で
用いることもできるし、２種類以上を併せて用いることもできる。
【００５９】
　溶剤としては例えば、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シク
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ロヘキサノン、イソホロン等のケトン系溶剤、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、テ
トラメチルベンゼン等の芳香族系炭化水素溶剤、ヘキサン、オクタン、デカン等の脂肪族
系炭化水素溶剤、エステル系溶剤、エーテル系溶剤等が挙げられる。
【００６０】
　エステル系溶剤としては、酢酸エチル、酢酸プロピル、酢酸ブチル等のアルキルアセテ
ート類、γ－ブチロラクトン等の環状エステル類、エチレングリコールモノメチルエーテ
ルアセテート、ジエチレングリコールモノメチルエーテルモノアセテート、ジエチレング
リコールモノエチルエーテルモノアセテート、トリエチレングリコールモノエチルエーテ
ルモノアセテート、ジエチレングリコールモノブチルエーテルモノアセテート、プロピレ
ングリコールモノメチルエーテルアセテート、ブチレングリコールモノメチルエーテルア
セテート等のモノ、若しくはポリアルキレングリコールモノアルキルエーテルモノアセテ
ート類、グルタル酸ジアルキル、コハク酸ジアルキル、アジピン酸ジアルキル等のポリカ
ルボン酸アルキルエステル類等が挙げられる。
【００６１】
　エーテル系溶剤としては、ジエチルエーテル、エチルブチルエーテル等のアルキルエー
テル類、エチレングリコールジメチルエーテル、エチレングリコールジエチルエーテル、
ジプロピレングリコールジメチルエーテル、ジプロピレングリコールジエチルエーテル、
トリエチレングリコールジメチルエーテル、トリエチレングリコールジエチルエーテル等
のグリコールエーテル類、テトラヒドロフラン等の環状エーテル類等が挙げられる。溶剤
は、１種類を単独で用いることもできるし、２種類以上を併せて用いることもできる。
【００６２】
　非反応性化合物とは、反応性の低い、或いは反応性の無い液状若しくは固体状のオリゴ
マーや樹脂であり、（メタ）アクリル酸アルキル共重合体、エポキシ樹脂、液状ポリブタ
ジエン、ジシクロペンタジェン誘導体、飽和ポリエステルオリゴマー、キシレン樹脂、ポ
リウレタンポリマー、ケトン樹脂、ジアリルフタレートポリマー（ダップ樹脂）、石油樹
脂、ロジン樹脂、フッ素系オリゴマー、シリコン系オリゴマーなどを挙げることができる
が、これらに限定されるものではない。
【００６３】
　無機充填剤としては、例えば、二酸化珪素、酸化珪素、炭酸カルシウム、珪酸カルシウ
ム、炭酸マグネシウム、酸化マグネシウム、酸化チタン、酸化ジルコニウム、タルク、カ
オリンクレー、焼成クレー、酸化亜鉛、硫酸亜鉛、水酸アルミニウム、酸化アルミニウム
、ガラス、雲母、硫酸バリウム、アルミナホワイト、ゼオライト、シリカバルーン、ガラ
スバルーン、等を挙げることができる。これらの無機充填剤には、シランカップリング剤
、チタネート系カップリング剤、アルミニウム系カップリング剤、ジルコネート系カップ
リング剤などを添加、反応させるなどの方法により、ハロゲン基、エポキシ基、水酸基、
チオール基の官能基を持たせることもできる。
【００６４】
　有機充填剤としては、例えば、ベンゾグアナミン樹脂、シリコーン樹脂、低密度ポリエ
チレン、高密度ポリエチレン、ポリオレフィン樹脂、エチレン・アクリル酸共重合体、ポ
リスチレン、アクリル共重合体、ポリメチルメタクリレート樹脂、フッ素樹脂、ナイロン
１２、ナイロン６／６６、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、ポリイミド樹
脂などを挙げることができる。
【００６５】
　シランカップリング剤としては、例えば、γ－グリシドキシプロピルトレメトキシシラ
ン又はγ－クロロプロピルトリメトキシシラン等のシランカップリング剤、テトラ（２，
２－ジアリルオキシメチル－１－ブチル）ビス（ジトリデシル）ホスファイトチタネート
、ビス（ジオクチルパイロホスフェート）エチレンチタネート等のチタネート系カップリ
ング剤；アセトアルコキシアルミニウムジイソプロピレート等のアルミニウム系カップリ
ング剤；アセチルアセトン・ジルコニウム錯体等のジルコニウム系カップリング剤、など
を挙げることができる。
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【００６６】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に使用可能な粘着付与剤、消泡剤、レベリ
ング剤、可塑剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、難燃剤及び染料は、公知慣用のものであれ
ば如何なるものも、その硬化性、樹脂特性を損なわない範囲で、特に制限無く使用するこ
とができる。
【００６７】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物を得るには、上記した各成分を混合すれば
よく、混合の順序や方法は特に限定されない。
【００６８】
　各種塗膜を形成させる方法としては特に限定はないが、グラビア等の凹版印刷方式、フ
レキソ等の凸版印刷方式、シルクスクリーン等の孔版印刷方式、オフセット等の平版印刷
方式、ロールコーター、ナイフコーター、ダイコーター、カーテンコーター、スピンコー
ター等の各種塗工方式においても好適に使用することができる。また、成形方法について
も特に限定は無いが、加圧成形方式、射出成形方式、押出成形方式等の各成形方式につい
て好適に使用することが出来る。
【００６９】
　本発明の感光性樹脂組成物は、成形用材料、皮膜形成用材料、プリント（配線回路）基
板製造の際のソルダーマスク、メッキレジスト、接着剤、レンズ、ディスプレー、光ファ
イバー、光導波路、ホログラム等に使用することができる。皮膜形成用材料とは、基材表
面を被覆することを目的として利用されるものである。具体的な用途としては、グラビア
インキ、フレキソインキ、シルクスクリーンインキ、オフセットインキ等のインキ材料、
ハードコート、トップコート、オーバープリントニス、クリヤコート等の塗工材料等がこ
れに該当する。また、ソルダーレジスト、エッチングレジスト、マイクロマシン用レジス
ト等のレジスト材料、ラミネート用他各種接着剤、粘着剤等の接着材料、ＬＥＤ用接着剤
等の各種接着剤、フレネルレンズ、レンチキュラーレンズ、プリズムレンズ、マイクロレ
ンズ等の各種レンズ、光ファイバーのコア材、クラッド材、光導波路、ホログラム等の各
種光学材料等にも使用することができる。さらには、樹脂組成物を一時的に剥離性基材に
塗工しフイルム化した後、本来目的とする基材に貼合し皮膜を形成させる、いわゆるドラ
イフイルムとしても使用することができる。
【実施例】
【００７０】
　次に、実施例により本発明を更に詳細に説明する。以下において液屈折率の算出は、得
られた化合物濃度を３点変動させるよう溶剤希釈したサンプルを作成し、その液屈折率を
３点測定し、化合物そのものの液屈折率を計算した。また、Ｄ線は５８９ｎｍである。な
お、本発明は以下の実施例によって何ら限定されるものではない。
【００７１】
　実施例１（化合物（Ａ－１）の合成）
攪拌装置、還流管、温度計をつけたフラスコ中に、（ＲＳ）－１，１’－ビ－２－ナフト
ールを２８６．３ｇ（１．０ｍｏｌ）、炭酸エチレンを２６４．２ｇ（３．０ｍｏｌ）、
炭酸カリウムを４１．５ｇ（０．３ｍｏｌ）、トルエン２０００ｍｌを仕込み、１１０℃
で１２時間反応させた。
　反応後、得られた反応液を水洗、１％ＮａＯＨ水溶液で洗浄し、次いで洗浄水が中性に
なるまで水洗を行った。水洗後の溶液をロータリーエバポレーターを用いて減圧下に溶媒
を留去し、（ＲＳ）－１，１’－ビ－２－ナフトールのエチレンオキサイド２ｍｏｌ反応
物３００．０ｇを得た。
　続いて、攪拌装置、還流管、温度計、及び水分離機をつけたフラスコ中に、（ＲＳ）－
１，１’－ビ－２－ナフトールのエチレンオキサイド２ｍｏｌ反応物１８７．２ｇ（０．
５ｍｏｌ）、アクリル酸８６．５ｇ（２．４ｍｏｌ）、パラトルエンスルホン酸０．９５
ｇ、ハイドロキノン０．８７ｇ、トルエン９１７．４ｇ、シクロヘキサン３９３．２ｇ仕
込み、反応温度９５～１０５℃で生成水を溶媒と共沸留去しながら反応させた。反応後、
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２５％ＮａＯＨ水溶液で中和した後、１５質量％食塩水２００ｇで３回洗浄した。溶媒を
減圧留去して淡黄色固体の下記構造式の本発明の化合物（Ａ－１）３３７．８ｇを得た。
【００７２】
【化３】

【００７３】
　本発明の化合物（Ａ－１）の物性を以下に示す。
　液屈折率（Ｄ線、２５℃）　１．６２
　1Ｈ－ＮＭＲ
　４．００－４．３０ｐｐｍ＝８Ｈ、５．６０－５．９０ｐｐｍ＝４Ｈ、６．０５－６．
１５ｐｐｍ＝２Ｈ、７．０５－７．５０ｐｐｍ＝８Ｈ、７．８０－８．００ｐｐｍ＝４Ｈ
【００７４】
　実施例２（化合物（Ａ－２）の合成）
オートクレーブ中に、（ＲＳ）－１，１’－ビ－２－ナフトールを２８６．３ｇ（１．０
ｍｏｌ）、トルエンを１１４．５ｇ、水酸化カリウムを０．５ｇ仕込み、窒素置換を行な
った後、エチレンオキサイド２３．７ｇ（０．５４ｍｏｌ）を１２０℃～１４０℃、反応
圧０．２ＭＰａ以下の範囲で滴下し、６時間反応させた。
　反応後、減圧下で未反応エチレンオキサイド、トルエンを留去し、（ＲＳ）－１，１’
－ビ－２－ナフトールのエチレンオキサイド０．５ｍｏｌ反応物３０２．２ｇを得た。
　続いて、攪拌装置、還流管、温度計、及び水分離機をつけたフラスコ中に、（ＲＳ）－
１，１’－ビ－２－ナフトールのエチレンオキサイド０．５ｍｏｌ反応物１５４．２ｇ（
０．５ｍｏｌ）、アクリル酸２１．６ｇ（０．３ｍｏｌ）、パラトルエンスルホン酸０．
９５ｇ、ハイドロキノン０．８７ｇ、トルエン１１３３．４ｇ、シクロヘキサン４８５．
７ｇ仕込み、反応温度９５～１０５℃で生成水を溶媒と共沸留去しながら反応させた。反
応後、２５％ＮａＯＨ水溶液で中和した後、１５質量％食塩水３００ｇで３回洗浄した。
溶媒を減圧留去して淡黄色固体の本発明の化合物（（Ａ－２）、前記式（１）において、
Ｒ1はいずれも水素原子で、Ｒ2はエチレン基、ｍ＋ｎ＝０．５である化合物）２６８．３
ｇを得た。化合物の構造は1Ｈ－ＮＭＲを測定して確認した。
【００７５】
　実施例３（化合物（Ａ－３）の合成）
エチレンオキサイド４７．４ｇ（１．１ｍｏｌ）を変更した以外は、実施例２と同様に行
い、淡黄色固体の本発明の化合物（（Ａ－３）、前記式（１）において、Ｒ1はいずれも
水素原子で、Ｒ2はエチレン基、ｍ＋ｎ＝１．０である化合物）３０７．５ｇを得た。化
合物の構造は1Ｈ－ＮＭＲを測定して確認した。
【００７６】
　実施例４（化合物（Ａ－４）の合成）
エチレンオキサイド２３６．８ｇ（５．４ｍｏｌ）を変更した以外は、実施例２と同様に
行い、淡黄色液体の本発明の化合物（（Ａ－４）、前記式（１）において、Ｒ1はいずれ
も水素原子で、Ｒ2はエチレン基、ｍ＋ｎ＝５．０である化合物）４９１．７ｇを得た。
化合物の構造は1Ｈ－ＮＭＲを測定して確認した。
【００７７】
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参考例１（化合物（Ａ－５）の合成）
エチレンオキサイド４７３．５ｇ（１０．８ｍｏｌ）を変更した以外は、実施例２と同様
に行い、淡黄色液体の化合物（（Ａ－５）、前記式（１）において、Ｒ1はいずれも水素
原子で、Ｒ2はエチレン基、ｍ＋ｎ＝１０．０である化合物）６６７．９ｇを得た。化合
物の構造は1Ｈ－ＮＭＲを測定して確認した。
【００７８】
　実施例６（化合物（Ａ－６）の合成）
攪拌装置、還流管、温度計をつけたフラスコ中に、（ＲＳ）－１，１’－ビ－２－ナフト
ールを２８６．３ｇ（１．０ｍｏｌ）、炭酸プロピレンを３０６．３ｇ（３．０ｍｏｌ）
、炭酸カリウムを４１．５ｇ（０．３ｍｏｌ）、トルエン２０００ｍｌを仕込み、１１０
℃で１２時間反応させた。
　反応後、得られた反応液を水洗、１％ＮａＯＨ水溶液で洗浄し、次いで洗浄水が中性に
なるまで水洗を行った。水洗後の溶液をロータリーエバポレーターを用いて減圧下に溶媒
を留去し、（ＲＳ）－１，１’－ビ－２－ナフトールのプロピレンオキサイド２ｍｏｌ反
応物３２２．０ｇを得た。
　続いて、攪拌装置、還流管、温度計、及び水分離機をつけたフラスコ中に、（ＲＳ）－
１，１’－ビ－２－ナフトールのプロピレンオキサイド２ｍｏｌ反応物２０１．２ｇ（０
．５ｍｏｌ）、アクリル酸８６．５ｇ（２．４ｍｏｌ）、パラトルエンスルホン酸０．９
５ｇ、ハイドロキノン０．８７ｇ、トルエン９８６．１ｇ、シクロヘキサン４２２．６ｇ
仕込み、反応温度９５～１０５℃で生成水を溶媒と共沸留去しながら反応させた。反応後
、２５％ＮａＯＨ水溶液で中和した後、１５質量％食塩水３００ｇで３回洗浄した。溶媒
を減圧留去して黄色液体の本発明の化合物（Ａ－６）１７８．７ｇを得た。
【００７９】
【化５】

【００８０】
　本発明の化合物（Ａ－６）の物性を以下に示す。
　液屈折率（Ｄ線、２５℃）　１．６１
　1Ｈ－ＮＭＲ
　０．８０－１．０５ｐｐｍ＝６Ｈ、３．８５－４．２０ｐｐｍ＝４Ｈ、４．８５－５．
１０ｐｐｍ＝２Ｈ、５．６０－５．９５ｐｐｍ＝４Ｈ、６．１０－６．２５ｐｐｍ＝２Ｈ
、７．１０－７．５０ｐｐｍ＝８Ｈ、７．８０－８．０５ｐｐｍ＝４Ｈ
【００８１】
比較例１（化合物（Ｈ－１）の合成） 参考文献:特開平９－２７２７０７号公報との比較
　温度計、冷却官、撹拌器を取り付けたフラスコに窒素ガスパージを施しながらＯ－フェ
ニルフェノール（Ｏ－ＰＰ　三光株式会社製）１７０ｇ、エピクロルヒドリン３７０ｇ、
メタノール７４ｇを仕込み溶解させた。更に７０℃に加熱しフレーク状水酸化ナトリウム
４１ｇを９０分かけて分割添加し、その後、更に７０℃で６０分間反応させた。反応終了
後、水２００ｇで二回洗浄を行い生成した塩などを除去した後、加熱減圧下（～７０℃、
－０．０８ＭＰａ～－０．０９ＭＰａ）、撹拌しながら、３時間で、過剰のエピクロルヒ
ドリン等を留去した。残留物にメチルイソブチルケトン４５０ｇを加え溶解し、７０℃に
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を行った後、洗浄水が中性になるまで水洗を行った。水洗後の溶液をロータリーエバポレ
ーターを用いて減圧下にメチルイソブチルケトン等を留去し、目的とするエポキシ樹脂２
１７ｇを得た。得られたエポキシ樹脂はエポキシ当量が２３３ｇ／ｅｑ．で、常温で液状
であった。
　攪拌装置、還流管をつけた１Ｌフラスコ中に、得られたエポキシ樹脂を１３９．８ｇ（
０．６ｅｑ．）、熱重合禁止剤として、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－ｐ－クレゾール
を０．５５ｇ、分子中にエチレン性不飽和基を有するモノカルボン酸化合物（ｂ）として
アクリル酸を４３．３ｇ（０．６ｅｑ．）、反応触媒としてトリフェニルホスフィンを０
．５５ｇ仕込み、９８℃で３０時間反応させ、酸価を測定したところ２．４ｍｇ・ＫＯＨ
／ｇであり反応を終了とした。この工程により透明淡黄色樹脂状の化合物（Ｈ－１）を１
８０ｇ得た。
【００８２】
　比較例２（化合物（Ｈ－２）の合成）
　エチレンオキサイド６６３．０ｇ（１５．１ｍｏｌ）を変更した以外は、実施例２と同
様に行い、淡黄色液体の生成物（Ｈ－３、前記式（１）において、Ｒ1はいずれも水素原
子で、Ｒ2はエチレン基、ｍ＋ｎ＝１４．０である化合物）８０８．９ｇを得た。化合物
の構造は1Ｈ－ＮＭＲを測定して確認した。
【００８３】
　実施例、比較例の化合物及び化合物（Ｉ）の液屈折率を表１に示す。なお液屈折率の算
出は、得られた化合物濃度を３点変動させるよう溶剤希釈したサンプルを作成し、その液
屈折率を３点測定し、化合物そのものの液屈折率を計算した。
【００８４】
　表１
　　　　　(A-1)  (A-2)  (A-3)  (A-4)  (A-5)  (A-6)  (H-1)  (H-2)  (I)
液屈折率　1.62   1.66   1.64   1.55   1.47   1.61   1.58   1.46   1.58
測定装置：多波長アッベ屈折計ＤＲ－Ｍ２　株式会社アタゴ製
測定波長：５８９ｎｍ（Ｄ線）
（Ｉ）ＯＰＰ－１：日本化薬（株）製（２－フェニルフェノールのエチレンオキサイド付
加物の末端アクリル酸エステル化物
【００８５】
実施例７、比較例３ 樹脂組成物の配合と試験用フィルムの作成
実施例１～４、６及び参考例１で合成した化合物（Ａ－１～Ａ－６）及び比較例１、２で
得られた化合物（Ｈ－１、Ｈ－２）並びに（Ｉ）を表２に示す組成で配合した樹脂組成物
（実施例７－１～７－４、７－６、参考例７－１及び比較例３－１～３－３；配合量（ｇ
））をバーコーター（Ｎｏ．２０）を用いて易接着処理ポリエステルフィルム（東洋紡（
株）製：Ａ－４３００、膜厚１８８μｍ）に塗布し、８０℃の乾燥炉中に１分間放置後、
空気雰囲気下で１２０Ｗ／ｃｍの高圧水銀灯を用い、ランプ高さ１０ｃｍの距離から５ｍ
／分の搬送速度で紫外線を照射し、硬化皮膜（１０～１５μｍ）を有するフィルムを得た
。
【００８６】
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【表２】

【００８７】
注）
（Ｉ）ＯＰＰ－１：日本化薬（株）製（２－フェニルフェノールのエチレンオキサイド付
加物の末端アクリル酸エステル化物）：（Ｂ－６）
＊１：ＰＥＴ－３０：日本化薬（株）製、ＫＡＹＡＲＡＤ　ＰＥＴ－３０（ペンタエリス
リトールトリアクリレート／ペンタエリスリトールテトラアクリレートの混合物）：（Ｂ
－５）
＊２：Ｉｒｇ．１８４（イルガキュアー１８４）：チバ・スペシャルティ・ケミカルズ製
（１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン）
＊３：ＭＥＫ：メチルエチルケトン
【００８８】
試験例
　実施例７又は比較例３で得られたフィルムにつき、下記項目の評価結果を表３に示した
。
【００８９】
（鉛筆硬度）
　ＪＩＳ　Ｋ　５４００に従い、鉛筆引っかきを用いて、塗工フィルムの鉛筆硬度を測定
した。即ち、測定する硬化皮膜を有するポリエステルフィルム上に、鉛筆を４５度の角度
で、上から１ｋｇの荷重を掛け５ｍｍ程度引っかき、傷の付き具合を確認した。５回測定
を行い、傷なしの回数を数える。
　評価　５／５：５回中５回とも傷なし
　　　　０／５：５回中全て傷発生
【００９０】
（耐擦傷性）
　スチールウール＃００００上で２００ｇ／ｃｍ2の荷重を掛け１０往復させ、傷の状況
を目視で判断した。
　評価　５：傷の発生が全く観察されなかった
　評価　４：１～５本の傷の発生が観察された
　評価　３：６～５０本の傷の発生が観察された
　評価　２：５１～１００本の傷の発生が観察された
　評価　１：塗膜剥離が観察された
【００９１】
（密着性）
　ＪＩＳ　Ｋ　５４００に従い、フィルムの表面に１ｍｍ間隔で縦、横１１本の切れ目を
入れて１００個の碁盤目を作った。セロハンテープをその表面に密着させた後一気に剥が
した時に剥離せず残存したマス目の個数を表示した。
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【００９２】
（カール）
　測定する硬化皮膜を有するポリエステルフィルムを５ｃｍ×５ｃｍにカットし、８０℃
の乾燥炉に１時間放置した後、室温まで戻した。水平な台上で浮き上がった４辺それぞれ
の高さを測定し、平均値を測定値（単位：ｍｍ）とした。この時、基材自身のカールは０
ｍｍであった。
【００９３】
（外観）
　表面のクラック、白化、曇り等の状態を目視にて判断した。
　評価　○：良好
　　　　△：微少クラック発生
　　　　×：著しいクラック発生
【００９４】
表３　評価結果
試験サンプル　鉛筆硬度２Ｈ　擦傷性　密着性　カール　外観
実施例７－１　　５／５　　　　５　　１００　　７　　　○
実施例７－２　　１／５　　　　２　　１００　　２　　　○
実施例７－３　　１／５　　　　３　　１００　　４　　　○
実施例７－４　　２／５　　　　４　　１００　　６　　　○
実施例７－６　　５／５　　　　５　　１００　　６　　　○
参考例７－１　　１／５　　　　２　　１００　　６　　　○
比較例３－１　　１／５　　　　３　　　８７　　５　　　○
比較例３－２　　０／５　　　　１　　１００　　４　　　○
比較例３－３　　０／５　　　　１　　　６５　　５　　　○
【００９５】
　本発明の樹脂組成物は比較例３に比較して硬度、耐擦傷性、密着性に優れ、カール高さ
が同程度であることから硬化収縮は少ないことがわかる。以上の結果から、透明性を有す
る本発明の化合物（Ａ）を含有する本発明の樹脂組成物は硬化収縮が少なく、その硬化物
は十分な硬度を有し、高い耐擦傷性・密着性を有するため、透明性を必要とするコーティ
ング剤として有用である。
【００９６】
実施例８ 
　実施例１で合成した化合物（Ａ－１）を３．０ｇ、ＰＥＴ－３０を７．０ｇ、Ｉｒｇ．
１８４を０．５ｇ、メチルイソブチルケトン溶媒に分散したチタニアゾルスラリー（酸化
チタンゾルスラリー；酸化チタン１５質量％）を表４に示す組成で配合した。配合した樹
脂組成物をバーコーター（Ｎｏ．２０）を用いて易接着処理ポリエステルフィルム（東洋
紡（株）製：Ａ－４３００、膜厚１８８μｍ）に塗布し、８０℃の乾燥炉中に１分間放置
後、空気雰囲気下で１２０Ｗ／ｃｍの高圧水銀灯を用い、ランプ高さ１０ｃｍの距離から
５ｍ／分の搬送速度で紫外線を照射し、硬化皮膜（１０～１５μｍ）を有するフィルムを
得た。
　配合した樹脂組成物の、酸化チタン配合量（質量％）と液屈折率を表４に示す。
【００９７】
　表４
配合量（ｇ）
実施例　　　　　　　　８－１　　　８－２　　　８－３　　　８－４　　　８－５
酸化チタン配合量　　　３５　　　　２５　　　　１５　　　　　５　　　　　０
樹脂組成物の屈折率　　１．７２　　１．６６　　１．６１　　１．５５　　１．５２
硬化性　　　　　　　　　○　　　　　○　　　　　○　　　　　○　　　　　○
【００９８】
　本発明の樹脂組成物は無機充填剤を配合することにより、屈折率を調節することが可能
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である。また、得られた樹脂組成物は、紫外線硬化による硬化性が良好である。
【００９９】
　以上の結果から、本発明の化合物（Ａ）は従来の樹脂（Ｈ－１）、（Ｈ－２）、（Ｉ）
よりも高屈折率であり、透明性を有し、フレネルレンズ、レンチキュラーレンズ、プリズ
ムレンズ、マイクロレンズ等の各種レンズ、光ファイバーのコア材、クラッド材、光導波
路、光配線、ホログラム、ディスプレー部材等の各種光学材料等の光学用途に有用である
。
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